
近年の弁護士の活動実態について
（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査 2020」を元に）

特集



１ 弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査について
　日弁連は「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査（以下、「経済基盤調査」という。）」を 1980 年
以来 10 年ごとに実施し、2020 年３月に、５回目となる調査を行った。
　経済基盤調査は、日本の弁護士業務及びその経済的基盤全般の実態についての資料を収集することを目
的としているが、この調査が、「弁護士が国民にとってより有用な存在となること」「弁護士集団として業
務改善の方向を見いだすべき素材の提供」を目的とし、「社会状況の推移と弁護士業務の適応状況を測定し、
時機に応じた適切な指針を見いだすこと」を期待しているものであることは、これまでの４回の調査と同
様である。
　前回調査時からの弁護士数の変化を見ると、前回調査対象時の 2009 年には 26,930 人（うち女性数
4,127 人）だった弁護士数（正会員総数）は、今回調査対象時の 2019 年には 41,118 人（うち女性数 7,717
人）、2020 年には 42,164 人（うち女性数 8,017 人）となった（いずれも各年３月 31 日現在）。また、
今や修習期が 60 期以降の弁護士数は 22,346 人（2020 年３月 31 日現在）であり、弁護士総数の過半数
が 60 期以降である。また、2009 年には 354 人だった企業内弁護士数は 2019 年には 2,418 人とその人
数は約 6.8 倍となり、弁護士総数に占める割合も約 5.8％となった。
　本特集は、2020 年３月に実施した経済基盤調査から得た回答結果によるものである。

２ 過去の経済基盤調査の実施状況
　過去の経済基盤調査の実施状況は以下のとおりである。

【調査概要】
実施時期：2020年３月 19日～６月３日
母集団：�2020 年２月７日時点で弁護士登録をしている者から外国法事務弁護士、沖縄特別会員以外の者及び 2019年１月１日

以降登録の者を対象外とした 40,305 人
標本数：12,000
抽出方法：層化無作為抽出法
抽出台帳：日本弁護士連合会会員名簿
調査方法：郵送法
有効回答数：2,192 人
回収率：18.3％

調査時期 母集団 標本数 有効回答数 回収率（％）

1980 年調査 1980年３月～５月 11,466   4,036 1,689   41.3

1990 年調査 1990年３月～７月 13,919   4,000 1,032   25.8

2000 年調査 2000年３月～７月 17,194   6,000 1,022   17.0

2010 年調査 2010年３月～６月 26,521 10,000 1,795 17.95

2020 年調査 2020年３月～６月 40,305 12,000 2,192   18.3

資料 特1-1 過去の経済基盤調査の概要

「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」の概要１第 章
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３ 経済基盤調査 2020の回収状況
　2020 年に実施した経済基盤調査での「弁護士活動に従事していた」と回答した者（次頁参照）につい
ての回収状況は以下のとおりである。

〔男性〕 母集団数 母集団割合 回収標本数 回収標本割合 ウェイト値 規正標本数 規正標本割合

東京 15,254   37.8％    511     25.7％ 1.47    753     37.8％

大阪・愛知県   5,295   13.1％    203     10.2％ 1.29    261     13.1％

高裁所在地   2,760     6.8％    139       7.0％ 0.98    136       6.8％

高裁不所在地   9,424   23.4％    477     24.0％ 0.97    465     23.4％

合計 32,733   81.2％ 1,330     66.9％ 1,615     81.2％

〔女性〕 母集団数 母集団割合 回収標本数 回収標本割合 ウェイト値 規正標本数 規正標本割合

東京   3,924     9.7％    265     13.3％ 0.73    194       9.7％

大阪・愛知県   1,197     3.0％    110       5.5％ 0.54      59       3.0％

高裁所在地      531     1.3％      56       2.8％ 0.47      26       1.3％

高裁不所在地   1,920     4.8％    228     11.5％ 0.42      95       4.8％

合計   7,572     18.8％    659     33.1％    374     18.8％

総計 40,305 100.00％ 1,989 100.00％ 1,989 100.00％

【注】�本調査では、女性の抽出確率を高める重み付けサンプリングを行っているため、集計に際しては、その点を調整する必要が
ある。また、地域ごとの回収率にも差があったため、そのまま集計すると、回収率の低い地域の回答者の回答が過剰代表さ
れ、回収率の高い地域の回答者の回答が過少代表されるという歪みも生じることになる。そこで集計に際しては、「男性＝
東京」「男性＝大阪・愛知県」「男性＝高裁所在地」「男性＝高裁不所在地」「女性＝東京」「女性＝大阪・愛知県」「女性＝高
裁所在地」「女性＝高裁不所在地」の８つのグループごとに、標本の構成が母集団の構成と近似するように調整することと
した。具体的には、実際に回収された標本数のうち、「弁護士活動従事者」であり、かつ「男性」または「女性」と回答し
た者に理論的に算出されたウエイト値を乗じて規正標本数を計算した（なお、実際の回収標本数が 2,192 であるのに対して、
規正標本数は 1,989 となっているが、これは、ウエイトを勘案した重み付け集計後の値を四捨五入して整数値で表示して
いるため、その合計数に誤差が生じたものである。）。

　 　�本特集の集計・分析では、特に明示しない限り、このように実際の回収標本数にウエイト値を乗じて調整した集計（以下「ウ
エイト付集計」という）の結果を用いている。

資料 特1-2 経済基盤調査 2020の回収状況（正規標本）

全体 １～９期 10～14期 15～19期 20～24期 25～29期 30～34期 35～39期 40～44期

男性（人） 1,615     4     15  25    54    57  75  73    69

割合（％）    100    0.3    0.9 1.5   3.3   3.6 4.6 4.5   4.3

女性（人）    374 ― ―    1      7      4    4    7      5

割合（％）    100 ― ― 0.2      2      1    1 1.8   1.3

45～49期 50～54期 55～59期 60～65期
（旧修習）

60～65期
（新修習） 66～69期 70期～ 司法修習は

受けていない 無回答

男性（人）      58 105 140  74  292  226  90  12  246

割合（％）     3.6    6.5    8.6 4.6    18    14 5.6 0.7 15.2

女性（人）      12   30   36  24    91    66  25 ―    62

割合（％）     3.1    8.2    9.6 6.3 24.3 17.8 6.6 ― 16.7

【注】弁護士活動に従事していたと回答した者についての、ウエイト付集計後の数値である。

資料 特1-3 回答者の性別・司法修習期の分布

１　「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査 2020」の概要
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）
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４ 弁護士活動への従事の有無
　本調査では、調査票の冒頭で、2019 年に弁護士活動に従事していたかどうかを質問し、その回答のい
かんによって、以後の質問の内容を変えている。その回答の分布は、以下のとおりである。なお、この設
問に関する回答については、ウエイト付集計を行っていない。
　有効回答数 2,192 人のうち、2019 年に「弁護士活動に従事していた」と回答した者が 92.2％、「まっ
たく（もしくはほとんど）従事していなかった」と回答した者が 7.8％であった。
　なお、図表における数値は、四捨五入あるいはウエイト付集計の結果、合算して 100% にならない場
合がある。また、単位未満を四捨五入している関係で、内訳の合計と回答計が合わない場合がある。また、 
全体の回答計と、クロス集計結果とを併記している表において、ウエイト値についての四捨五入の関係及
び表側に配置した変数の基となった設問において無回答がある関係で、全体の回答計と表側に配置した説
明変数ごとの回答数の合計とは必ずしも一致しない。

５ 経済基盤調査の凡例等について
　以下は、次の頁以降の表・グラフ等に関する凡例である。
　なお、経済基盤調査 2020 の調査結果の詳細については「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査報
告書 2020（「自由と正義」臨時増刊号第 72 巻８号（通巻 870 号））」も参照されたい。また、集計処理
の関係上、次頁以降の表・グラフ等の数値は前述の実態調査報告書の数値と異なる場合がある。

■地域別分類について
東京 東京弁護士会・第一東京弁護士会・第二東京弁護士会所属の弁護士。
大阪・愛知県 大阪弁護士会・愛知県弁護士会所属の弁護士。
高裁所在地 東京、大阪・愛知県を除いた高裁の本庁がある地域の弁護士会所属の弁護士。
高裁不所在地 高裁の本庁がない地域の弁護士会所属の弁護士。

■案件の種類別分類について

Ａ　非紛争案件
現に紛争が生じていない案件をいう。例えば、契約書作成、契約締結ないし事業開始に先立つ調査、
定款の作成・変更、法人の資金調達・組織変更、税務、登記事務、遺言書作成など。現に紛争が生
じていない事案の相談も含む。

（１）破産管財人等案件 破産管財人、民事再生法又は会社更生法上の管財人、会社法上の取締役等職務代行者、保全管理人
の事務をいう。

（２）後見人等案件 成年後見人・保佐人・補助人・任意後見人・成年後見監督人・保佐監督人・任意後見監督人、相続
財産管理人、不在者財産管理人の事務をいう。

（３）その他の財産管理案件 財産管理案件のうち、（１）及び（２）に該当しないもの（例えば私的な不動産管理など）をいう。

（４）契約関連案件 現に紛争が生じていない事案における、契約書の作成、査読、修正、契約締結交渉及びその支援の
事務をいう。

（５）その他の非紛争案件 非紛争案件のうち、（１）から（４）に該当しないものをいう。
Ｂ　紛争案件 現に紛争が生じている案件をいう。現に紛争が生じている事案の相談も含む。

（１）裁判所案件
調停、訴訟、強制執行、督促手続、非訟など裁判所に係属しているものをいう。破産・会社更生・
民事再生等の申立てや後見・保佐・補助等の申立ても含む。なお、裁判所に係属する前提で受任し
申立て準備中のものもこれに入れる。ただし、管財人として行っている訴訟等は数えない。

（２）その他の紛争案件 紛争案件のうち、「裁判所案件」に該当しないものをいう。

回答計 従事していた 全く（もしくはほとんど）
従事していなかった

回答数（人） 2,192 2,021 171

割合（％）    100   92.2    7.8

資料 特1-4 2019 年の弁護士活動状況

4 弁護士白書　2021年版



１ 所属事務所、事務所内の地位
（１）所属事務所の種類
　回答者の所属事務所について、89.3％が一般的な法律事務所であり、2010 年時調査（93.9％）と比較
して、4.6 ポイント減少しているが、依然として一般的な法律事務所で活動している弁護士がほとんどで
ある。また、企業内弁護士の割合が 7.6％であり、2010 年調査時（1.8％）から 5.8 ポイント増加し、官
庁・自治体で活動する弁護士の割合が 0.3％と 2010 年調査（0.1％）と比較して増加しているが、これ
らを合わせても１割に満たない。なお、一般的な法律事務所以外の活動先としては、企業、法テラス法律
事務所、外国法共同事業事務所、都市型公設事務所、ひまわり基金法律事務所の順となっている。

（２）事務所の経営形態、事務所に所属する弁護士数、事務所内での地位
　全国的には、１名の弁護士のみが経営に携わる形態（42.2％）、複数の弁護士が経営に携わる形態
（44.4％）がおおむね拮抗し、法人経営の形態が 12.7％となっている。2010 年調査時では、法人経営
が 5.6％であったことからすれば、２倍以上に増加している。2010 年調査時と比較すれば、複数人によ
る法律事務所の経営が進んでいるといえる。

〔上段：回答数（人）下段：割合（％）〕

全体 ひまわり基金
法律事務所

都市型
公設事務所

法テラス
法律事務所 企業 官庁・

自治体
外国法共同
事業事務所

左記以外の一般的な
法律事務所（弁護士
法人の事務所を含む）

その他 無回答

全体
1,989 5 8 14 152 6 18 1,776 9 1

100.0％ 0.3％ 0.4％ 0.7％ 7.6％ 0.3％ 0.9％ 89.3％ 0.5％ 0.1％

東京
946 0 4 3 121 0 18 793 6 1

100.0％ 0.0％ 0.4％ 0.3％ 12.8％ 0.0％ 1.9％ 83.8％ 0.6％ 0.1％

大阪・愛知県
320 0 0 1 14 4 0 301 1 0

100.0％ 0.0％ 0.0％ 0.3％ 4.4％ 1.3％ 0.0％ 94.1％ 0.3％ 0.0％

高裁所在地
162 2 0 2 5 0 0 152 1 0

100.0％ 1.2％ 0.0％ 1.2％ 3.1％ 0.0％ 0.0％ 93.8％ 0.6％ 0.0％

高裁不所在地
560 3 4 8 12 3 0 529 0 0

100.0％ 0.5％ 0.7％ 1.4％ 2.1％ 0.5％ 0.0％ 94.5％ 0.0％ 0.0％

資料 特1-5-1 所属事務所の種類（地域別）

12.712.7

9.09.0

17.617.6

14.514.5

14.914.9

44.444.4

51.551.5

41.941.9

36.836.8

37.437.4

42.242.2

38.338.3

40.540.5

48.748.7

47.347.3

0 100
（％）

10 20 30 40 50 60 70 80 90

全体

東京

大阪・名古屋

高裁所在地

高裁不所在地

１名の弁護士のみが経営に携わる形態 複数の弁護士が経営に携わる形態
法人経営の形態 その他 無回答

資料 特1-5-2 事務所の経営形態（地域別）

経済基盤調査2020の各種データの分析について２第 章

２　経済基盤調査 2020の各種データの分析について
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）
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13.613.6

21.821.8

13.613.6

6.66.6

3.43.4

8.48.4

10.710.7

8.38.3

4.64.6

6.06.0

13.713.7

15.315.3

15.015.0

9.99.9

11.911.9

24.524.5

19.019.0

27.627.6

36.236.2

27.827.8

16.616.6

14.114.1

13.613.6

17.817.8

21.921.9

21.721.7

17.417.4

20.620.6

25.725.7

27.827.8

0 100
（％）

10 20 30 40 50 60 70 80 90

全体

東京

大阪・愛知県

高裁所在地

高裁不所在地

１名 ２名 ３～５名 ６～９名 10～19名 20名以上 無回答

資料 特1-5-3 事務所に所属する弁護士数（地域別）

9.29.2

8.68.6

12.012.0

8.68.6

8.98.9

3.93.9

2.32.3

4.34.3

5.35.31.31.3

6.06.0

3.53.5

2.02.0

6.06.0

4.74.7

23.323.3

30.130.1

23.923.9

22.422.4

12.912.9

57.057.0

52.852.8

50.250.2

60.560.5

66.466.4

0 100
（％）

10 20 30 40 50 60 70 80 90

全体

東京

大阪・愛知県

高裁所在地

高裁不所在地

経営に携わる弁護士 経営に携わらない弁護士 客員弁護士 その他
代表権のある社員弁護士 代表権のない社員弁護士 使用人弁護士
その他（弁護士法人）

資料 特1-5-4 事務所内での地位（地域別）
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２ 業務内容
（１）業務時間
　2020 年調査の全体の労働時間の平均は、2,321.2 時間（中央値 2,340 時間）であった。2010 年調査
では、2,269.16 時間であったところ、今回は約 52時間増加している。
　また、2,000 時間以下の割合が 30.6％、3,000 時間を超えるとの回答は 16.7％であった。2010 年調
査ではそれぞれ 39.8％、12.9％であったことから、2010 年調査と比較すると、2,000 時間以下の割合
が 9.2 ポイント低下し、3,000 時間を超えるとの回答が約 3.8 ポイント増加している。必ずしも背景は明
らかではないが、全体として多少総労働時間が増加していることが見て取れる。

資料 特1-6-1 年間総労働時間（全体）

0

100

0.0

3,500.0
（％） （時間）

平均

０時間
2,001～2,500 時間

4,501～5,000 時間

１～500時間
2,501～3,000 時間
501～1,000 時間

3,001～3,500 時間
5,001 時間以上

無回答

1,001～1,500 時間

3,501～4,000 時間
1,501～2,000 時間

4,001～4,500 時間
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＝1,989
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京
（N
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大
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）

高
裁
所
在
地
（N
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）

高
裁
不
所
在
地
（N
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）

25
年
〜
30
年
未
満
（N

＝66

）

経
営
に
携
わ
る
弁
護
士
（N

＝1,012

）

経
営
に
携
わ
ら
な
い
弁
護
士
（N

＝413

）

客
員
弁
護
士
（N

＝16

）

そ
の
他
（
弁
護
士
法
人
以
外
所
属
）（N

＝2

）

代
表
権
の
あ
る
社
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弁
護
士
（N

＝62

）
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表
権
の
な
い
社
員
弁
護
士
（N

＝70

）

使
用
人
弁
護
士
（N
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）

そ
の
他
（
弁
護
士
法
人
所
属
）（N

＝15

）

40
年
以
上
（N

＝159

）

35
年
〜
40
年
未
満
（N

＝62

）

30
年
〜
35
年
未
満
（N

＝83

）

20
年
〜
25
年
未
満
（N
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）

15
年
〜
20
年
未
満
（N
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）
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年
〜
15
年
未
満
（N

＝330

）

５
年
〜
10
年
未
満
（N

＝425

）

５
年
未
満
（N

＝272

）

500.0

1,000.0

1,500.0

2,000.0

2,500.0

3,000.0

２　経済基盤調査 2020の各種データの分析について
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）
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（２）業務別に費やした時間
　１年間の総労働時間を 100％とした場合に各業務等に費やした時間の割合は、以下のとおりである。
法律事務を行う通常の弁護士業務（それに準ずる組織内弁護士の業務を含む）に費やした時間の割合の平
均が 85.0％、司法に関連する活動が 1.2％、社会における活動が 4.2％、弁護士会における活動が 7.4％、
その他が 2.2％という結果であった。2010 年調査では弁護士業務と公益業務に費やした時間の割合の合
計は 85.0％であり、司法に関連する活動が 1.4％、社会における活動が 4.3％、弁護士会における活動が
7.2％、その他が 2.0％だった。

（３）弁護士業務の割合
　2010 年調査の際と同様に、我が国の弁護士の業務は民事が中心であるといえる。そして約６割がトラ
ブル発生後の事後処理である。

2.22.27.47.44.24.2
1.21.2

85.085.0

（％）
0 908070605040302010 100

通常の弁護士業務 調停委員などの司法に関連する活動 非常勤公務員などの社会における活動
弁護士会における活動 その他

全体
（N＝1,975）

資料 特1-6-2 労働時間の内訳

19.819.8
18.218.2

19.819.8 24.124.1 21.421.4

36.436.4 32.732.7
39.439.4 39.139.1 40.440.4

10.710.7

14.214.2

10.110.1
6.36.3 6.26.2

15.615.6 23.723.7
11.911.9 8.68.6 5.95.9

3.73.7 2.22.2 3.73.7 3.93.9 6.26.2

4.14.1 2.92.9 3.93.9 5.25.2 5.85.85.65.6 3.03.0 6.36.3 9.09.0 8.88.8
0

70.0

60.0

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

（％）

高裁不所在地
（N＝555）

高裁所在地
（N＝160）

大阪・愛知県
（N＝319）

東京
（N＝935）

全体
（N＝1,969）

⑧民事　非紛争案件＿その他の非紛争案件
⑨民事　紛争案件＿裁判所案件
⑦民事　非紛争案件＿契約関連案件

⑩民事　紛争案件＿その他の紛争案件

⑥民事　非紛争案件＿その他財産管理案件⑤民事　非紛争案件＿後見人等案件④民事　非紛争案件＿破産管財等案件
③刑事（少年事件を含む）犯罪被害者支援②刑事（少年事件を含む）私選①刑事（少年事件を含む）国選

資料 特1-6-3 弁護士業務に費やした時間の割合（地域別）
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（４）業務分野
　「通常の弁護士業務」を一般的な業務に分類し、各分野にどれくらいの時間を使ったのか、その程度に関
する結果を示したものが以下である（「多くの時間を使った」「ある程度の時間を使った」の回答の割合が多
い順番に並べ替えている。）。2010年調査における「非常に多くの時間を使った」「かなりの時間を使った」
「ある程度の時間を使った」の割合の上位10件と、今回の上位10分野を比較したのが資料特1-6-5である。

資料 特1-6-4 各業務の投入時間（割合）

4.54.5
1.61.6
2.22.2
2.12.1
2.32.3
3.33.3
2.92.9
2.32.3
2.52.5
2.62.6
1.81.8
3.73.7
3.23.2
2.62.6
2.82.8
3.83.8
2.72.7
2.72.7
2.72.7
2.92.9
3.63.6
2.82.8
4.14.1
2.72.7
3.43.4
3.23.2
3.13.1
2.92.9
3.43.4
3.33.3
4.24.2
2.92.9

29.929.9

18.418.4
26.126.1
29.329.3

34.634.6
34.934.9

40.940.9
42.042.0
43.243.2
43.143.1

50.350.3
51.351.3

60.660.6
66.866.8
67.467.4

73.273.2
73.973.9
75.475.4
76.476.4
77.877.8
80.080.0
81.181.1
82.682.6
81.781.7
83.883.8
84.284.2
85.185.1
86.486.4
86.786.7
88.488.4
90.490.4
89.889.8
91.691.6

68.568.5

44.944.9
41.841.8
36.436.4

49.849.8
38.738.7

35.435.4
48.248.2

30.230.2
42.942.9

38.738.7
36.336.3

28.728.7
24.324.3
22.022.0

18.318.3
17.617.6
17.617.6
15.215.2

17.917.9
14.114.1
10.510.5
12.312.3
5.95.9
7.37.3
9.99.9
10.310.3
9.59.5
8.28.2
6.16.1
5.65.6
4.54.5
4.94.9
0.90.9

32.232.2
30.530.5
32.032.0

13.513.5
24.124.1
20.420.4

6.86.8
24.324.3

11.511.5
8.38.3
10.610.6
7.07.0
5.85.8
8.08.0
5.75.7
4.74.7
4.34.3
5.75.7
1.61.6
3.03.0
4.84.8
2.32.3
8.28.2
6.16.1
2.52.5
1.51.5
0.90.9
2.22.2
2.12.1
0.70.7
1.51.5
0.70.7
0.70.7
0 908070605040302010 100

（％）

多くの時間を使った ほとんど・全く時間を使わなかった 無回答ある程度の時間を使った

（テ）その他一般民事（N＝1,969）

（ム）その他（N＝1,969）

（ナ）家族／相続（N＝1,969）
（ト）家族／離婚・親子（児童虐待等含む）（N＝1,969）

（セ）不動産／不動産賃貸借（N＝1,969）
（カ）交通事故／当事者代理（N＝1,969）
（ツ）債務整理（企業以外）（N＝1,969）

（エ）債権回収（N＝1,969）
（ホ）企業法務／その他の企業法務（N＝1,969）

（シ）労働／使用者側（N＝1,969）
（ソ）不動産／不動産売買（N＝1,969）
（ア）刑事／刑事弁護（N＝1,969）
（サ）労働／労働者側（N＝1,969）

（オ）建築（N＝1,969）
（ハ）企業法務／企業倒産・整理・再生（N＝1,969）

（マ）財産管理／公的な財産管理（N＝1,969）
（ス）知的財産（N＝1,969）

（タ）消費者／消費者側（N＝1,969）
（ヒ）企業法務／企業合併・買収（N＝1,969）
（ミ）財産管理／私的な財産管理（N＝1,969）

（フ）企業法務／独占禁止・不正競争（N＝1,969）
（ノ）その他行政事件（N＝1,969）
（チ）消費者／事業者側（N＝1,969）

（キ）交通事故／保険会社代理（N＝1,969）
（ヘ）企業法務／国際取引（N＝1,969）

（ク）医療／患者側（N＝1,969）
（イ）刑事／少年事件（N＝1,969）

（ネ）税務（N＝1,969）
（ニ）外国人／外国人に関わる（エ）～（ナ）の事件（N＝1,969）

（ケ）医療／医療機関側（N＝1,969）
（ウ）刑事／犯罪被害者支援（N＝1,969）

（コ）環境・公害（N＝1,969）
（ヌ）外国人／出入国管理・難民問題等（N＝1,969）

2020 年調査 割合 2010年調査 割合
（テ）その他一般民事 77.1％ 離婚 60.7％
（ナ）家族 /相続 72.3％ 遺言・相続 60.1％
（ト）家族 /離婚・親子（児童虐待等含む） 68.4％ クレ・サラ事件 54.0％
（セ）不動産 /不動産賃貸借 63.3％ 刑事弁護 48.5％
（カ）交通事故 /当事者代理 62.8％ 債権回収 45.8％
（ツ）債務整理（企業以外） 55.8％ 不動産賃貸借貸し主側 42.8％
（エ）債権回収 55.0％ 企業倒産・整理・再生 42.6％
（ホ）企業法務 /その他の企業法務 54.5％ その他の企業法務 42.6％
（シ）労働 /使用者側 54.4％ 交通事故原告側 39.7％
（ソ）不動産 /不動産売買 47.0％ 労働問題使用者側 32.1％

資料 特1-6-5 各業務の投入時間（2010年調査との比較）

２　経済基盤調査 2020の各種データの分析について
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）
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（５）顧問先
　顧問先を持っているとの回答は全体の平均で 57.5％であった。2000 年調査では顧問先を持っている
との回答は 80.6％で、2010 年調査では 63.5％となり、17.1 ポイントの減少と指摘されていたが、さら
に、2020 年調査では９ポイントの下落となった。2010 年調査では、2000 年調査から 17.1 ポイント減
少の要因として、景気の回復を実感できないこと、弁護士数の大幅な増加、その大部分が若年層の増加で
あることを指摘していた。今回の調査の減少は、同様の要因が持続して存在しているためと考えられる。

41.141.1

43.643.6

40.940.9

40.140.1

37.537.5

57.557.5

55.555.5

57.557.5

59.359.3

60.760.7

0 100
（％）

10 20 30 40 50 60 70 80 90

持っている 持っていない 無回答

全体
（N＝1,989）

東京
（N＝946）
大阪・愛知県
（N＝320）
高裁所在地
（N＝162）
高裁不所在地
（N＝560）

資料 特1-6-6 顧問先の有無（地域別）

0.0

16.0

14.0

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

全体 東京 大阪・愛知県 高裁所在地 高裁不所在地
1980年調査
1990年調査
2000年調査
2010年調査
2020年調査

10.6
11.4
11.6
13.9
10.3

9.7
11.2
10.0
14.1
10.9

12.1 12.0 10.3
12.1 14.7 10.1
12.6 13.8 12.3
14.1 13.6 13.6
9.4 10.0 9.8

全体　　　　　2000年（N=881）、2010年（N=992）、2020年（N＝ 1989）
東京　　　　　2000年（N=341）、2010年（N=458）、2020年（N＝ 946）
大阪・愛知県　2000年（N=159）、2010年（N=182）、2020年（N＝ 320）
高裁所在地　　2000年（N=73）、2010年（N=87）、2020年（N＝ 162）
高裁不所在地　2000年（N=308）、2010年（N=265）、2020年（N＝ 560）
（注）1980年及び 1990年調査における母数は不明である。

資料 特1-6-7 平均顧問先数（地域別）の過去の調査結果との比較
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３ 収入・所得
（１）修習期別の算定方式・タイムチャージ金額の分布
　報酬の算定方式については、「専ら、着手金・報酬金方式による」の回答が多数である（73.2％）。なお、
2010 年調査では同方式は 82.2％であり、今回の調査で減少した。また、タイム・チャージ方式につい
ても、2010 年調査で 7.9％であったものが、2020 年調査では 6.0％へと減少した。
　ただし、「弁護士業務の報酬を算定することが無い」（9.3%）という選択肢については今回の調査より
追加しており、2010 年調査の際には無かった選択肢である。

専ら、着手金・
報酬金方式による

専ら、時間制
（タイム・チャージ）

方式による
両者を同程度に
併用している

弁護士業務の報酬を
算定することがない 無回答

全体（N＝ 2012） 73.2％ 5.0％   9.9％   9.3％   2.6％
１～９期（N＝４） 50.0％ ― ― 50.0％ ―
10～14期（N＝ 12） 58.3％ ―   8.3％ 25.0％   8.3％
15～19期（N＝ 22） 63.6％ ― 13.6％   4.5％ 18.2％
20～24期（N＝ 59） 81.4％ ―   6.8％   5.1％   6.8％
25～29期（N＝ 59） 86.4％ ―   5.1％   1.7％   6.8％
30～34期（N＝ 68） 79.4％ 2.9％ 11.8％   1.5％   4.4％
35～39期（N＝ 75） 84.0％ 2.7％   9.3％ ―   4.0％
40～44期（N＝ 66） 89.4％ 3.0％   4.5％   1.5％   1.5％
45～49期（N＝ 74） 78.4％ 1.4％ 16.2％   2.7％   1.4％
50～54期（N＝ 132） 64.4％ 9.1％ 18.9％   5.3％   2.3％
55～59期（N＝ 183） 76.0％ 8.2％   8.7％   5.5％   1.6％
60～65期（N＝ 677） 72.8％ 5.0％   9.2％ 10.6％   2.4％
66～69期（N＝ 423） 70.9％ 4.3％   9.5％ 13.7％   1.7％
70期～（N＝ 158） 62.7％ 9.5％   9.5％ 16.5％   1.9％

資料 特1-7-1 弁護士報酬の算定方式（修習期別）

（単位：％）
０～10
千円

11～20
千円

21～30
千円

31～40
千円

41～50
千円

51～60
千円

61～70
千円

71千円
以上 無回答 平均値

（千円）
中央値
（千円）

全体（N＝ 300） 8.7％ 28.3％ 34.3％ 16.7％ 7.7％ 2.3％ 0.3％ 1.0％ 0.7％ 30.5 29
１～９期（N＝０） ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
10～14期（N＝１） 100.0％ ― ― ― ― ― ― ― ― 5 5
15～19期（N＝３） 33.3％ 33.3％ 33.3％ ― ― ― ― ― ― 18.33 20
20～24期（N＝４） 25.0％ ― ― ― 50.0％ ― ― 25.0％ ― 140 50
25～29期（N＝３） ― ― 33.3％ 33.3％ ― ― ― ― 33.3％ 35 35
30～34期（N＝ 10） 10.0％ ― 50.0％ ― 20.0％ 10.0％ ― 10.0％ ― 66.3 30
35～39期（N＝９） ― ― 33.3％ 22.2％ 33.3％ 11.1％ ― ― ― 41.67 40
40～44期（N＝５） 20.0％ ― ― 20.0％ 20.0％ 40.0％ ― ― ― 43.6 50
45～49期（N＝ 13） 7.7％ 23.1％ 23.1％ 15.4％ 23.1％ ― ― ― 7.7％ 30.25 30
50～54期（N＝ 37） 8.1％ 21.6％ 16.2％ 43.2％ 8.1％ 2.7％ ― ― ― 31.68 34
55～59期（N＝ 31） 3.2％ 25.8％ 25.8％ 29.0％ 16.1％ ― ― ― ― 30.65 30
60～65期（N＝ 96） 5.2％ 28.1％ 41.7％ 17.7％ 3.1％ 2.1％ 1.0％ 1.0％ ― 29 30
66～69期（N＝ 58） 10.3％ 48.3％ 36.2％ 3.4％ 1.7％ ― ― ― ― 22.02 20
70 期～（N＝ 30） 16.7％ 33.3％ 50.0％ ― ― ― ― ― ― 19.87 21

資料 特1-7-2 タイムチャージ金額の分布（１時間当たり）（修習期別）

２　経済基盤調査 2020の各種データの分析について
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）
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（２）事業（営業等）収入及び給与収入（事業収入＋給与収入）
　確定申告書に基づく事業（営業等）収入と給与収入の合計の平均値・中央値については、2020 年調査
では０との回答者を含む場合にはそれぞれ 2,558 万円・1,437 万円、０との回答者を除いた場合にはそ
れぞれ 2,606.2 万円・1,500 万円であった。2010 年調査ではそれぞれ 3,304 万円・2,112 万円であった
（０との回答者を含む）。なお、2020 年調査では雑収入は含まれていない一方で、2010 年調査では雑収
入を含んだ収入であり、雑収入の平均値・中央値は 102 万円・０円だった。
　2000 年調査以前の調査における「弁護士活動による収入」＝「粗収入」の平均値・中央値は、2000
年調査ではそれぞれ 3,793 万円・2,800 万円、1990 年調査ではそれぞれ 3,060 万円・2,355 万円、
1980 年調査ではそれぞれ 1,635 万円・不明であった。
　10年ごとに行われる経済的基盤調査の間に実施されている弁護士実勢調査においても収入と所得を尋
ねているため、2010 年調査以降に実施されている弁護士実勢調査についての結果も掲記した。
　2014 年調査（その他の事業による収入、不動産収入、利子、配当、年金、恩給等は除いた弁護士活動
での収入・所得を尋ねている）では平均値・中央値がそれぞれ 2,402 万円・1,430 万円、2018 年調査（不
動産収入、利子、配当、年金、恩給等は除いた収入・所得を尋ねている）ではそれぞれ 2,143 万円・
1200 万円であった。ただし、以上で掲記した各調査での収入・所得に関しては、それぞれ収入の問い方
が異なっているため、比較する際には注意が必要である。

0

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

（万円）

2020年2018年
（弁護士実勢調査）

2014年
（弁護士実勢調査）2010年2000年1990年1980年

平均値
中央値

1,635 3,060 3,793 3,304 2,402 2,143 2,558
2,355 2,800 2,112 1,430 1,200 1,437

資料 特1-7-3 事業（営業等）収入及び給与収入の合計の推移・全体（「０」との回答者を含む）

12 弁護士白書　2021年版



10.110.1

11.311.3

6.06.0

7.67.6

5.15.1

12.912.9

8.48.4

5.85.8

7.17.1

5.65.6

6.36.3

5.45.4

6.66.6

20.320.3

15.215.2

12.212.2

9.39.3

6.66.6

13.113.1

8.88.8

5.65.6

10.110.1

5.75.7

9.69.6

12.412.4

8.18.1

7.77.7

16.516.5

9.09.0

7.17.1

6.46.4

6.76.7

5.75.7

9.59.5

8.78.7

13.913.9

11.711.7

9.49.4

13.613.6

7.27.2

14.514.5

10.110.1

9.69.6

20.520.5

12.612.6

19.219.2

21.321.3

22.022.0

22.522.5

24.424.4

20.220.2

16.116.1

6.46.4

11.811.8

22.322.3

8.08.0

14.614.6

5.15.1

7.27.2

15.815.8

10.410.4

11.711.7

12.812.8

16.416.4

9.89.8

5.45.4

18.218.2

33.533.5

28.928.9

19.119.1

15.115.1

12.612.6

9.39.3

12.712.7

11.311.3

7.27.2

14.414.4

13.013.0

22.322.3

23.523.5

15.515.5

13.013.0

8.88.8

6.76.7

7.27.2

5.55.5

6.56.5

8.18.1

14.714.7

23.523.5

18.118.1

12.312.3

6.76.7

19.119.1

8.78.7

6.96.9

5.85.8

9.19.1

23.923.9

35.535.5

22.122.1

5.05.0

10.910.9

8.88.8

5.45.4

15.415.4

22.122.1

18.818.8

8.88.8

9.19.1

6.16.1

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

70期～（N＝158）

66～69期（N＝406）

60～65期（N＝624）

55～59期（N＝178）

50～54期（N＝135）

45～49期（N＝73）

40～44期（N＝74）

35～39期（N＝82）

30～34期（N＝77）

25～29期（N＝61）

20～24期（N＝63）

15～19期（N＝26）

10～14期（N＝15）

１～９期（N＝4）

全体（N＝1,989）

200万円未満 500万円未満 750万円未満 1,000 万円未満
1,500 万円未満 2,000 万円未満 3,000 万円未満 4,000 万円未満
5,000 万円未満
無回答

7,500 万円未満 1億円未満 1億円以上

全体
（N＝1,989）

１～９期
（N＝４）

10～14期
（N＝15）

15～19期
（N＝26）

20～24期
（N＝63）

25～29期
（N＝61）

30～34期
（N＝77）

35～39期
（N＝82）

40～44期
（N＝74）

45～49期
（N＝73）

50～54期
（N＝135）

55～59期
（N＝178）

60～65期
（N＝624）

66～69期
（N＝406）

70期～
（N＝158）

平均
（万円） 2,462.6   901.4 1,446.8 2,274.3 2,658.7 6,475.8 3,636.4 5,555.4 5,756.1 3,931.7 3,666.0 3,134.1 1,886.1 1,093.9 768.5 

中央値
（万円） 1,330.0 1,068.0 1,203.0 1,000.0 1,300.0 2,258.0 2,748.0 2,887.0 2,500.0 2,951.0 2,517.0 2,110.0 1,400.0   900.0 660.0 

【注】�確定申告者の収入については、事業（営業等）収入及び給与収入を合計した。確定申告していない給与収入者の収入につい
ては、給与所得の源泉徴収票における支払金額に記載の金額が回答されている。

資料 特1-7-4 回答者全体（確定申告者・確定申告していない給与収入者）の収入（修習期別）（「０」との回答者を含む）

２　経済基盤調査 2020の各種データの分析について
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）

特
集
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（３）所得
　所得合計の全国平均値は1,119.1 万円（回答数1,788、なお０以下を除くと1,206 万円）、中央値は700
万円（０以下を除くと770万円）となっている。2010年調査では平均値が1,471万円、中央値が 959万
円であったため、いずれも減少している。分布としては、200万円以上 500万円未満が最も多く19％、
次いで 500万円以上 700万円未満（18.1％）、1,000 万円以上1,500 万円未満（16.8％）となっている。

6.96.96.86.816.816.811.911.918.118.119.019.012.912.9

（％）
0 908070605040302010 100

200 万円未満 500万円未満 750万円未満 1,000 万円未満
1,500 万円未満 2,000 万円未満 3,000 万円未満 4,000 万円未満
5,000 万円未満 7,500 万円未満 １億円未満 １億円以上

全体
（N＝1,788）

資料 特1-7-5 所得合計（全体・地域別）（「０」との回答者を含む）

10.110.1

11.311.3

6.06.0

5.05.0

5.15.1

9.99.9

5.25.2

7.47.4

6.56.5

6.76.7

9.69.6

16.916.9

11.811.8

8.18.1

11.011.0

11.511.5

10.510.5

11.311.3

6.66.6

7.07.0

11.511.5

7.07.0

7.37.3

8.98.9

12.712.7

10.710.7

11.111.1

8.88.8

16.516.5

11.511.5

11.811.8

21.721.7

16.516.5

18.118.1

21.821.8

24.324.3

19.219.2

20.920.9

11.211.2

8.28.2

11.811.8

10.110.1

10.910.9

10.110.1

17.717.7

12.512.5

12.312.3

12.612.6

15.615.6

11.411.4

5.05.0

19.719.7

22.322.3

18.818.8

5.75.7

8.68.6

13.813.8

12.412.4

7.77.7

11.911.9

15.115.1

7.77.7

12.412.4

22.022.0

31.331.3

25.025.0

19.819.8

55.655.6

25.525.5

22.922.9

11.311.3

19.019.0

13.513.5

11.411.4

11.611.6

8.08.0

10.410.4

12.112.1

14.214.2

32.532.5

45.045.0

11.011.0

22.122.1

28.928.9

35.035.0

40.340.3

15.315.3

17.117.1

18.518.5

8.58.5

8.98.9

10.410.4

8.38.3

6.96.9

11.911.9

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

70期～（N＝158）

66～69期（N＝406）

60～65期（N＝624）

55～59期（N＝178）

50～54期（N＝135）

45～49期（N＝73）

40～44期（N＝74）

35～39期（N＝82）

30～34期（N＝77）

25～29期（N＝61）

20～24期（N＝63）

15～19期（N＝26）

10～14期（N＝15）

１～９期（N＝4）

全体（N＝1,989）

200万円未満 500万円未満 750万円未満 1,000 万円未満
1,500 万円未満 2,000 万円未満 3,000 万円未満 4,000 万円未満
5,000 万円未満
無回答

7,500 万円未満 1億円未満 1億円以上

全体�
（N＝1,989）

１～９期�
（N＝４）

10～14期�
（N＝15）

15～19期�
（N＝26）

20～24期�
（N＝63）

25～29期�
（N＝61）

30～34期�
（N＝77）

35～39期�
（N＝82）

40～44期�
（N＝74）

45～49期�
（N＝73）

50～54期�
（N＝135）

55～59期�
（N＝178）

60～65期�
（N＝624）

66～69期�
（N＝406）

70期～�
（N＝158）

平均値
（万円） 1,106.4 313.9 469.4 702.2 578.8 1,455.5 1,298.8 2,121.7 1,863.2 1,518.9 1,621.5 1,514.1 955.0 860.3 519.3 

中央値
（万円）   700.0 256.0 358.0 448.0 300.0   736.0 1,000.0   950.0   910.0 1,043.0 1,101.0 1,000.0 799.0 550.0 461.0 

【注】�確定申告者の所得については、所得金額合計の数値、確定申告していない給与所得者の所得については、給与所得の源泉徴
収票における給与所得控除後の金額が回答されている。

資料 特1-7-6 回答者全体の所得（修習期別）（「０」との回答者を含む）
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（４）確定申告していない者の所属の分布及び所属ごとの収入・所得の分布
　資料特 1-7-7 は確定申告していない者の所属の分布である。一般的な法律事務所（弁護士法人の事務
所を含む）と企業とでその大半を占めている。
　また、資料特 1-7-8 から 1-7-11 は、所属別の収入・所得の分布である。

0.547.72.142.55.7
1.6

0.547.72.142.55.7
1.6

（％）
0 908070605040302010 100

全体
（N＝193）

都市型公設事務所（N＝3） 法テラス法律事務所（N＝11） 企業（N＝82）
官庁・自治体（N＝4） 一般的な法律事務所（弁護士法人の事務所を含む）（N＝92）
その他（N＝1）

資料 特1-7-7 確定申告していない者の所属分布

全体（N＝1,788) ひまわり基金法律事務所（N＝５) 都市型公設事務所（N＝６) 法テラス法律事務所（N＝５) 企業（N＝74)
平均（万円） 2,557.57 2,241.86 614.82 1,081.55 1,116.28
最小値（万円） 0 1,184 0 555 0
最大値（万円） 122,000 3,754 1,732 2,300 4,850
中央値（万円） 1,437 2,000 617.5 870 979

官庁・自治体（N＝３） 外国法共同事業事務所（N＝18） 一般的な法律事務所�
（弁護士法人の事務所を含む）（N＝1,669） その他（N＝７）

平均（万円） 834.94 4,667.87 2,625.47 346.68
最小値（万円） 720 0 0 100
最大値（万円） 922 20,000 122,000 1,000
中央値（万円） 922 1,800 1,500 216

19.219.2

8.08.016.016.0

5.15.1

8.08.0

5.35.3

7.07.0

18.918.9

7.47.4

15.815.8

35.135.1

19.419.4

7.67.6

11.911.9

16.316.3

12.012.0

27.027.0

17.017.0

13.913.9

8.08.0

12.012.0

18.618.6

19.019.0

7.37.3

23.523.5

24.024.0

18.518.5

5.95.9

11.811.8

25.725.7

46.646.6

23.123.1

46.046.0

16.016.0

11.211.2

10.110.1

34.034.0

11.711.7

34.834.8

10.110.1

20.720.7

7.37.3

38.938.9

42.742.7

14.614.6

34.534.5

0.00 90.0080.0070.0060.0050.0040.0030.0020.0010.00 100.00
（％）

その他
（N＝7）

全体
（N＝1,788）

ひまわり基金法律事務所
（N＝5）

都市型公設事務所
（N＝6）

法テラス法律事務所
（N＝5）

企業
（N＝74）

官庁・自治体
（N＝3）

外国法共同事業事務所
（N＝18）

一般的な法律事務所
（弁護士法人の事務所を含む）

（N＝1,669）

200万円未満 500万円未満 750万円未満 1,000 万円未満
1,500 万円未満 2,000 万円未満 3,000 万円未満 4,000 万円未満
5,000 万円未満
無回答

7,500 万円未満 １億円未満 １億円以上

資料 特1-7-8 所属事務所別の収入金額の合計（「０」以下の回答者を含む）

２　経済基盤調査 2020の各種データの分析について
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）

特
集
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資料 特1-7-9 所属別の収入金額の合計（「０」以下の回答者を除く）

全体（N＝1,755） ひまわり基金法律事務所（Ｎ＝５） 都市型公設事務所（Ｎ＝３） 法テラス法律事務所（Ｎ＝５） 企業（N＝65）
平均（万円） 2,606.24 2,241.86 1,073.82 1,081.55 1,273.31
最小値（万円） 10 1,184 400 555 10
最大値（万円） 122,000 3,754 1,732 2,300 4,850
中央値（万円） 1,500 2,000 835 870 1,030

官庁・自治体（N＝３） 外国法共同事業事務所（N＝18） 一般的な法律事務所
（弁護士法人の事務所を含む）（N＝1,648） その他（N＝７）

平均（万円） 834.94 4,878.67 2,658.58 346.68
最小値（万円） 720 854 10 100
最大値（万円） 922 20,000 122,000 1,000
中央値（万円） 922 1,800 1,500 216

19.219.2

8.38.316.716.7

5.25.2

8.38.3

5.45.4

7.27.2

18.918.9

7.57.5

16.116.1

35.135.1

19.419.4

8.78.7

12.412.4

16.516.5

12.212.2

27.027.0

29.729.7

15.815.8

8.38.3

12.112.1

18.918.9

19.019.0

12.712.7

26.726.7

25.025.0

18.718.7

12.112.1

44.944.9

46.646.6

26.326.3

46.046.0

16.716.7

11.311.3

10.410.4

10.310.3

34.034.0

13.313.3

34.834.8

10.210.2

19.519.5

12.712.7

17.317.350.050.0

0.0 90.080.070.060.050.040.030.020.010.0 100.0
（％）

その他
（N＝7）

全体
（N＝1,755）

200万円未満 500万円未満 750万円未満 1,000 万円未満
1,500 万円未満 2,000 万円未満 3,000 万円未満 4,000 万円未満
5,000 万円未満
無回答

7,500 万円未満 １億円未満 １億円以上

ひまわり基金法律事務所
（N＝5）

都市型公設事務所
（N＝3）

法テラス法律事務所
（N＝5）

企業
（N＝65）

官庁・自治体
（N＝3）

外国法共同事業事務所
（N＝18）

一般的な法律事務所
（弁護士法人の事務所を含む）

（N＝1,648）

16 弁護士白書　2021年版



19.219.2

8.08.08.08.08.08.0

6.96.9

19.419.4

16.016.0

7.07.0

6.86.8

18.918.9

7.97.9

7.07.0

16.816.8

16.116.1

7.37.3

23.123.1

20.020.0

16.716.7

11.911.9

8.18.1

19.419.4

22.122.1

8.08.0

11.611.6

18.118.1

37.937.9

42.742.7

27.227.2

18.818.8

80.880.8

24.024.0

17.717.7

26.626.6

19.019.0

19.019.0

34.034.0

12.712.7

19.619.6

12.912.9

50.050.0

10.910.9

12.912.9

73.473.4

0.0 90.080.070.060.050.040.030.020.010.0 100.0
（％）

その他
（N＝7）

全体
（N＝1,788）

200万円未満 500万円未満 750万円未満 1,000 万円未満
1,500 万円未満 2,000 万円未満 3,000 万円未満 4,000 万円未満
5,000 万円未満
無回答

7,500 万円未満 １億円未満 １億円以上

ひまわり基金法律事務所
（N＝5）

都市型公設事務所
（N＝6）

法テラス法律事務所
（N＝5）

企業
（N＝74）

官庁・自治体
（N＝3）

外国法共同事業事務所
（N＝18）

上記以外の一般的な法律事務所
（弁護士法人の事務所を含む）

（N＝1,669）

全体（N＝1,788） ひまわり基金法律事務所（N＝５） 都市型公設事務所（N＝６） 法テラス法律事務所（N＝５） 企業（N＝74）
平均（万円） 1,119.07 869.79 353.6 867.83 925.5
最小値（万円） －1,400 277 0 354 0
最大値（万円） 93,074 1,943 1,050 2,100 4,630
中央値（万円） 700 530 337 650 800

官庁・自治体（N＝3） 外国法共同事業事務所（N＝18） 上記以外の一般的な法律事務所
（弁護士法人の事務所を含む）（N＝1,669） その他（N＝7）

平均（万円） 630.99 1,809.11 1,129.73 178.74
最小値（万円） 528 606 －1,400 1
最大値（万円） 709 5,050 93,074 523
中央値（万円） 709 1,450 700 55

資料 特1-7-10 所属事務所別の所得金額の合計（「０」以下の回答者を含む）

２　経済基盤調査 2020の各種データの分析について
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）

特
集
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19.219.2

8.08.08.08.08.08.0

7.47.4

19.419.4

5.55.5

16.016.0

7.57.5

7.37.3

18.918.9

5.25.2

7.97.9

7.57.5

18.018.0

16.116.1

10.810.8

25.625.6

20.020.0

17.817.8

12.812.8

8.18.1

19.419.4

24.624.6

8.08.0

12.512.5

19.419.4

37.937.9

63.863.8

27.227.2

20.920.9

80.880.8

24.024.0

18.918.9

26.626.6

20.420.4

19.019.0

34.034.0

14.114.1

21.021.0

6.66.6

25.425.4

6.76.7

73.473.4

0.0 90.080.070.060.050.040.030.020.010.0 100.0
（％）

その他
（N＝7）

全体
（N＝1,667）

200万円未満 500万円未満 750万円未満 1,000 万円未満
1,500 万円未満 2,000 万円未満 3,000 万円未満 4,000 万円未満
5,000 万円未満
無回答

7,500 万円未満 １億円未満 １億円以上

ひまわり基金法律事務所
（N＝5）

都市型公設事務所
（N＝4）

法テラス法律事務所
（N＝5）

企業
（N＝67）

官庁・自治体
（N＝3）

外国法共同事業事務所
（N＝18）

上記以外の一般的な法律事務所
（弁護士法人の事務所を含む）

（N＝1,557）

全体（N＝1,667） ひまわり基金法律事務所（N＝５） 都市型公設事務所（N＝４） 法テラス法律事務所（N＝５） 企業（N＝67）
平均（万円） 1,206.22 869.79 527.58 867.83 1,028.5
最小値（万円） 1 277 115 354 100
最大値（万円） 93,074 1,943 1,050 2,100 4,630
中央値（万円） 770 530 559 650 850

官庁・自治体（N＝３） 外国法共同事業事務所（N＝18） 上記以外の一般的な法律事務所
（弁護士法人の事務所を含む）（N＝1,557） その他（N＝７）

平均（万円） 630.99 1,809.11 1,216.94 178.74
最小値（万円） 528 606 4 1
最大値（万円） 709 5,050 93,074 523
中央値（万円） 709 1,450 770 55

資料 特 1-7-11 所属事務所別の所得金額の合計（「０」以下の回答者を除く）
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４ 業務内容と収入・所得
（１）弁護士業務別の民事事件収入及び弁護士業務に費やした時間の割合
　民事事件のうち、非紛争案件の収入は、全体の平均値が 687 万 8,000 円であり、このうち財産管理（破
産管財及び後見人等）が 122 万 7,000 円、その他（契約書作成、契約締結交渉等）が 565 万 1,000 円
であった。紛争案件の収入は、全体の平均値が 1,137 万 2,000 円であり、このうち裁判所案件（訴訟、
調停、強制執行、破産・後見等の申立て等）が 625 万 1,000 円であり、その他（紛争の交渉、ADR等
による解決等）が 512 万 1,000 円であった。
　また、弁護士業務に費やした時間の割合の平均値・中央値については資料特 1-8-3 のとおりである。

（単位：万円）

民事事件合計
（N＝1,989）

非紛争案件 紛争案件

合計 財産管理 その他 合計 裁判所案件 その他

平均値 1,825.1 687.8 122.7 565.1 1,137.2 625.1 512.1

中央値 987 200 0 60 540 200 150

資料 特1-8-1 業務別の民事事件収入の平均値及び中央値

（単位：万円）

民事事件合計
（N＝1,796）

非紛争案件 紛争案件

合計
（N＝1,586）

財産管理
（N＝1,028）

その他
（N＝1,353）

合計
（N＝1,674）

裁判所案件
（N＝1,437）

その他
（N＝1,483）

平均値 2,061 903.6 284.4 906.4 1,398.1 928.2 731.5

中央値 1,100 350 150 300 800 500 339

資料 特1-8-2 業務別の民事事件収入の平均値及び中央値（０との回答者を除く）

0.0 30.020.010.0 40.0
（％）

⑩民事　紛争案件
　その他の紛争案件

⑨民事　紛争案件
　裁判所案件

⑧民事　非紛争案件
　その他の非紛争案件

⑦民事　非紛争案件
　契約関連案件

⑥民事　非紛争案件
　その他財産管理案件

⑤民事　非紛争案件
　後見人等案件

④民事　非紛争案件
　破産管財等案件

③刑事（少年事件を含む）
　犯罪被害者支援

②刑事（少年事件を含む）
　私選

①刑事（少年事件を含む）
　国選 平均値

中央値

平均値 中央値

①刑事（少年事件を含む）　国選   5.6％   0.0％

②刑事（少年事件を含む）　私選   2.2％   0.0％

③刑事（少年事件を含む）　犯罪被害者支援   0.4％   0.0％

④民事　非紛争案件　破産管財等案件   4.1％   0.0％

⑤民事　非紛争案件　後見人等案件   3.7％   0.0％

⑥民事　非紛争案件　その他財産管理案件   1.3％   0.0％

⑦民事　非紛争案件　契約関連案件 15.6％   5.0％

⑧民事　非紛争案件　その他の非紛争案件 10.7％   2.0％

⑨民事　紛争案件　裁判所案件 36.4％ 34.0％

⑩民事　紛争案件　その他の紛争案件 19.8％ 15.0％

資料 特1-8-3 弁護士業務に費やした時間の割合（平均値・中央値）

２　経済基盤調査 2020の各種データの分析について
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）

特
集
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（２）業務時間と収入・所得
　資料特 1-8-4 は年間の総労働時間ごとの収入金額 (確定申告者の事業（営業等）収入及び給与収入の
合計）の平均値・中央値である。また，資料特 1-8-5 は年間の総労働時間ごとの所得金額 (所得金額は、
確定申告者の所得金額の合計）の平均値・中央値である。

1,255.0 1,013.0

500.0
1,300.0

1,300.0

1,300.0

1,230.0 1,400.0
1,600.0

1,000.0

5,000.0

3,448.0

2,407.4
1,915.8

1,218.0

5,442.9

2,476.6 2,013.8 2,225.6

2,975.1
2,205.6

3,150.4

7,246.0

2,911.0

0.0

8,000.0

6,000.0

平均値
中央値

1,000.0

2,000.0

3,000.0

4,000.0

5,000.0

7,000.0

全
体

（時間）１
〜
500

501
〜
1,000

1,001
〜
1,500

1,501
〜
2,000

2,001
〜
2,500

2,501
〜
3,000

3,001
〜
3,500

3,501
〜
4,000

4,001
〜
4,500

4,501
〜
5,000

5,001
以
上

資料 特1-8-4 年間の総労働時間ごとの収入金額（平均値・中央値）

【注】収入金額は、確定申告者の事業（営業等）収入及び給与収入を合計した金額である。

770.0
600.0

553.0

636.0
795.0 760.0 788.0 768.0

964.0

722.0

2,000.0

1,100.01,206.2

917.8
733.3

1,244.8

1,655.1

1,008.4 1,164.5
1,283.6 1,308.0

1,764.8

2,207.5

890.1

0.0

2,000.0

1,500.0

1,000.0

500.0

2,500.0

平均値
中央値

全
体

（時間）１
〜
500

501
〜
1,000

1,001
〜
1,500

1,501
〜
2,000

2,001
〜
2,500

2,501
〜
3,000

3,001
〜
3,500

3,501
〜
4,000

4,001
〜
4,500

4,501
〜
5,000

5,001
以
上

資料 特1-8-5 年間の総労働時間ごとの所得金額（平均値・中央値）

【注】所得金額は、確定申告者の所得金額合計である。
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５ �弁護士を志望した動機、自身の現在の状況の満足度、ストレス・
不安・悩み、10年前との比較等

（１）弁護士を志望した動機と自身の現在の状況の満足度
　資料特 1-9-1 は弁護士を志望した動機とその動機に関する現状の満足度を集計したものである。全体
の傾向として弁護士を志望した動機としては、「自分の裁量で自律的に仕事ができること」、「社会的意義
のある仕事ができること」の項目については大多数が当てはまると回答している。志望動機が高かった項
目ほど現状の満足度も高くなっている。

0.0 50.0 90.080.070.060.040.030.020.010.0 100.0

全体（N＝1,976）
１～９期（N＝4）

10～14期（N＝15）
15～19期（N＝26）
20～24期（N＝63）
25～29期（N＝61）
30～34期（N＝77）
35～39期（N＝82）
40～44期（N＝74）
45～49期（N＝73）
50～54期（N＝135）
55～59期（N＝178）
60～65期（N＝624）
66～69期（N＝406）
70期～（N＝158）

（％）

満足度
志望動機

資料 特1-9-1 志望動機と満足度（修習期別）
①社会的・経済的地位が高いこと

0.0 50.0 90.080.070.060.040.030.020.010.0 100.0

全体（N＝1,976）
１～９期（N＝4）

10～14期（N＝15）
15～19期（N＝26）
20～24期（N＝63）
25～29期（N＝61）
30～34期（N＝77）
35～39期（N＝82）
40～44期（N＝74）
45～49期（N＝73）
50～54期（N＝135）
55～59期（N＝178）
60～65期（N＝624）
66～69期（N＝406）
70期～（N＝158）

（％）

満足度
志望動機

②社会的意義のある仕事ができること

２　経済基盤調査 2020の各種データの分析について
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）

特
集
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0.0 50.0 90.080.070.060.040.030.020.010.0 100.0

全体（N＝1,976）
１～９期（N＝4）

10～14期（N＝15）
15～19期（N＝26）
20～24期（N＝63）
25～29期（N＝61）
30～34期（N＝77）
35～39期（N＝82）
40～44期（N＝74）
45～49期（N＝73）
50～54期（N＝135）
55～59期（N＝178）
60～65期（N＝624）
66～69期（N＝406）
70期～（N＝158）

（％）

満足度
志望動機

③自分の裁量で自律的に仕事ができること

0.0 50.0 90.080.070.060.040.030.020.010.0 100.0

全体（N＝1,976）
１～９期（N＝4）

10～14期（N＝15）
15～19期（N＝26）
20～24期（N＝63）
25～29期（N＝61）
30～34期（N＝77）
35～39期（N＝82）
40～44期（N＝74）
45～49期（N＝73）
50～54期（N＝135）
55～59期（N＝178）
60～65期（N＝624）
66～69期（N＝406）
70期～（N＝158）

（％）

満足度
志望動機

④男性も女性も平等に仕事ができること

0.0 50.0 90.080.070.060.040.030.020.010.0 100.0

全体（N＝1,976）
１～９期（N＝4）

10～14期（N＝15）
15～19期（N＝26）
20～24期（N＝63）
25～29期（N＝61）
30～34期（N＝77）
35～39期（N＝82）
40～44期（N＝74）
45～49期（N＝73）
50～54期（N＝135）
55～59期（N＝178）
60～65期（N＝624）
66～69期（N＝406）
70期～（N＝158）

（％）

満足度

⑤弁護士としての自分の将来性

【注】�グラフは、弁護士を志望した動機を尋ねる設問において「強く当てはまる」と「やや当てはまる」を合計した割合、現状の
満足度を尋ねる設問において「非常に満足」と「やや満足」を合計した割合を記載している。また、「⑤弁護士としての自
分の将来性」については現状の満足度を尋ねる設問しか設定されていない。
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（２）現在感じているストレス・不安・悩み
　ストレス・不安・悩みの原因については、「業務負担の多さや業務への適性」、「依頼者との関係」が他
項目に比べて割合が高い。また逆に、ストレス・不安・悩みを感じないと回答した割合が最も高かったの
は「職場の人間関係」であった。

①業務負担の多さや業務への適性

6.26.2

25.025.0

33.333.3

27.327.3

13.613.6

8.58.5

16.216.2

9.39.3

7.67.6

10.810.8

7.07.0

24.224.2

50.050.0

33.333.3

36.436.4

49.249.2

42.442.4

36.836.8

26.726.7

34.834.8

24.324.3

31.131.1

29.529.5

20.720.7

17.717.7

14.614.6

13.913.9

25.025.0

8.38.3

18.218.2

10.210.2

18.618.6

8.88.8

18.718.7

13.613.6

12.212.2

14.414.4

16.416.4

13.013.0

15.115.1

10.810.8

38.838.8

8.38.3

22.022.0

25.425.4

30.930.9

37.337.3

31.831.8

40.540.5

38.638.6

33.933.9

43.043.0

42.642.6

42.442.4

14.714.7

8.38.3

6.76.7

12.112.1

10.810.8

11.411.4

12.612.6

16.216.2

19.919.9

23.423.4

8.38.3

9.19.1

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

70期～（N＝158）

66～69期（N＝423）

60～65期（N＝677）

55～59期（N＝183）

50～54期（N＝132）

45～49期（N＝74）

40～44期（N＝66）

35～39期（N＝75）

30～34期（N＝68）

25～29期（N＝59）

20～24期（N＝59）

15～19期（N＝22）

10～14期（N＝12）

１～９期（N＝4）

全体（N＝2,012）

非常に感じる やや感じる どちらともいえない あまり感じない まったく感じない
わからない・答えたくない 無回答

資料 特1-9-2 現在感じているストレス・不安・悩み（修習期別）

２　経済基盤調査 2020の各種データの分析について
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）

特
集
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8.38.3

13.613.6

5.15.1

25.025.0

7.47.4

27.327.3

25.025.0

50.050.0

50.050.0

40.740.7

20.320.3

29.429.4

33.333.3

33.333.3

28.428.4

26.526.5

25.125.1

30.330.3

21.321.3

19.619.6

38.238.2

50.050.0

33.333.3

27.327.3

42.442.4

54.254.2

42.642.6

40.040.0

40.940.9

51.451.4

43.243.2

41.041.0

35.035.0

35.235.2

36.136.1

13.213.2

15.315.3

11.811.8

16.016.0

10.610.6

9.59.5

13.613.6

11.511.5

14.914.9

14.414.4

12.712.7

14.214.2

9.19.1

8.58.5

5.15.1

5.95.9

9.39.3

15.215.2

6.86.8

11.411.4

18.018.0

13.413.4

18.918.9

19.019.0

8.38.3

5.35.3

8.38.3

10.810.8

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

70期～（N＝158）

66～69期（N＝423）

60～65期（N＝677）

55～59期（N＝183）

50～54期（N＝132）

45～49期（N＝74）

40～44期（N＝66）

35～39期（N＝75）

30～34期（N＝68）

25～29期（N＝59）

20～24期（N＝59）

15～19期（N＝22）

10～14期（N＝12）

１～９期（N＝4）

全体（N＝2,012）

非常に感じる やや感じる どちらともいえない あまり感じない まったく感じない
わからない・答えたくない 無回答

③職場の人間関係

25.025.025.025.0

25.025.0

27.327.3

18.618.6

8.08.0

5.45.4

5.55.5

6.36.3

26.226.2

50.050.0

58.358.3

27.327.3

33.933.9

49.249.2

45.645.6

32.032.0

28.828.8

18.918.9

39.439.4

33.333.3

22.522.5

19.619.6

17.717.7

14.614.6

13.613.6

13.613.6

13.213.2

17.317.3

15.215.2

14.914.9

16.716.7

13.713.7

15.415.4

14.714.7

13.313.3

39.639.6

8.38.3

27.327.3

23.723.7

22.022.0

33.833.8

37.337.3

45.545.5

45.945.9

33.333.3

36.636.6

42.442.4

44.744.7

38.038.0

12.212.2

8.38.3

5.15.1

6.86.8

9.19.1

13.513.5

6.86.8

8.28.2

13.413.4

16.116.1

22.222.2

9.19.1

6.86.8

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

70期～（N＝158）

66～69期（N＝423）

60～65期（N＝677）

55～59期（N＝183）

50～54期（N＝132）

45～49期（N＝74）

40～44期（N＝66）

35～39期（N＝75）

30～34期（N＝68）

25～29期（N＝59）

20～24期（N＝59）

15～19期（N＝22）

10～14期（N＝12）

１～９期（N＝4）

全体（N＝2,012）

非常に感じる やや感じる どちらともいえない あまり感じない まったく感じない
わからない・答えたくない 無回答

②依頼者との関係
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25.025.0

25.025.0

5.15.1

7.47.4

5.75.7

18.218.2

25.025.0

50.050.0

37.337.3

25.425.4

29.429.4

18.718.7

24.224.2

12.212.2

17.417.4

16.916.9

16.716.7

15.115.1

15.815.8

35.235.2

75.075.0

41.741.7

27.327.3

37.337.3

45.845.8

45.645.6

50.750.7

42.442.4

43.243.2

40.940.9

31.131.1

32.132.1

33.333.3

30.430.4

18.618.6

8.58.5

15.315.3

11.811.8

10.710.7

21.221.2

21.621.6

18.918.9

21.321.3

19.819.8

20.120.1

19.019.0

17.017.0

6.86.8

5.15.1

16.016.0

7.67.6

17.617.6

14.414.4

19.719.7

19.919.9

18.718.7

21.521.5

6.66.6

6.66.6

8.08.0

7.07.0

8.38.3

9.19.1

5.85.8

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

70期～（N＝158）

66～69期（N＝423）

60～65期（N＝677）

55～59期（N＝183）

50～54期（N＝132）

45～49期（N＝74）

40～44期（N＝66）

35～39期（N＝75）

30～34期（N＝68）

25～29期（N＝59）

20～24期（N＝59）

15～19期（N＝22）

10～14期（N＝12）

１～９期（N＝4）

全体（N＝2,012）

非常に感じる やや感じる どちらともいえない あまり感じない まったく感じない
わからない・答えたくない 無回答

④弁護士会の会務

25.025.0

16.716.7

5.95.9

5.15.1

15.115.1

25.025.0

41.741.7

40.940.9

44.144.1

18.618.6

22.122.1

13.313.3

18.218.2

14.914.9

19.719.7

14.814.8

13.913.9

9.79.7

10.110.1

29.729.7

50.050.0

25.025.0

18.218.2

32.232.2

37.337.3

41.241.2

40.040.0

43.943.9

25.725.7

38.638.6

34.434.4

26.626.6

26.726.7

21.521.5

19.119.1

9.19.1

8.58.5

18.618.6

16.216.2

22.722.7

10.610.6

21.621.6

22.022.0

18.618.6

19.919.9

21.521.5

16.516.5

25.825.8

13.613.6

8.58.5

18.618.6

11.811.8

17.317.3

18.218.2

31.131.1

15.215.2

26.826.8

29.129.1

29.329.3

34.834.8

6.86.8

8.38.3

9.19.1

7.17.1

9.59.5

11.411.4

8.38.3

9.19.1

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

70期～（N＝158）

66～69期（N＝423）

60～65期（N＝677）

55～59期（N＝183）

50～54期（N＝132）

45～49期（N＝74）

40～44期（N＝66）

35～39期（N＝75）

30～34期（N＝68）

25～29期（N＝59）

20～24期（N＝59）

15～19期（N＝22）

10～14期（N＝12）

１～９期（N＝4）

全体（N＝2,012）

非常に感じる やや感じる どちらともいえない あまり感じない まったく感じない
わからない・答えたくない 無回答

⑤弁護過誤、懲戒

２　経済基盤調査 2020の各種データの分析について
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）

特
集
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⑥私生活、家族関係

8.38.3

5.15.1

23.423.4

25.025.0

33.333.3

40.940.9

39.039.0

23.723.7

25.025.0

22.722.7

25.825.8

21.621.6

19.719.7

24.624.6

22.722.7

22.522.5

20.920.9

36.836.8

75.075.0

25.025.0

31.831.8

39.039.0

44.144.1

51.551.5

48.048.0

50.050.0

40.540.5

44.744.7

37.737.7

32.932.9

34.334.3

31.031.0

17.717.7

16.716.7

9.19.1

6.86.8

18.618.6

11.811.8

18.718.7

15.215.2

18.918.9

15.915.9

15.315.3

19.619.6

18.718.7

19.619.6

15.415.4

6.86.8

8.58.5

7.47.4

8.08.0

10.810.8

13.613.6

16.416.4

18.018.0

18.018.0

19.619.6

8.38.3

5.45.4

5.35.3

5.15.1

8.38.3

9.19.1

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

70期～（N＝158）

66～69期（N＝423）

60～65期（N＝677）

55～59期（N＝183）

50～54期（N＝132）

45～49期（N＝74）

40～44期（N＝66）

35～39期（N＝75）

30～34期（N＝68）

25～29期（N＝59）

20～24期（N＝59）

15～19期（N＝22）

10～14期（N＝12）

１～９期（N＝4）

全体（N＝2,012）

非常に感じる やや感じる どちらともいえない あまり感じない まったく感じない
わからない・答えたくない 無回答
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（３）自身についての 10年前との比較
　「他の弁護士との間で顧客獲得の競争が厳しくなった」、「弁護士としての経済状況が悪化した」、「顧問
先（準顧問先を含む）の獲得が難しくなった」ことが当てはまると回答した者が多い。なお、弁護士登録
後 10年を経過していない者は弁護士登録時と比べて回答している。

資料 特1-9-3 自身についての 10年前との比較（修習期別）

6.76.7

25.025.0

7.47.4

11.111.1

21.521.5

20.120.1

25.025.0

25.025.0

31.831.8

11.911.9

22.022.0

16.216.2

14.714.7

16.716.7

10.810.8

11.411.4

18.618.6

24.524.5

20.320.3

19.619.6

19.419.4

8.38.3

9.19.1

6.86.8

6.86.8

10.310.3

12.012.0

21.221.2

14.914.9

23.523.5

19.119.1

25.025.0

19.119.1

14.614.6

31.731.7

25.025.0

58.358.3

27.327.3

39.039.0

23.723.7

29.429.4

33.333.3

31.831.8

35.135.1

33.333.3

32.232.2

30.730.7

33.133.1

27.227.2

15.415.4

25.025.0

22.722.7

28.828.8

28.828.8

32.432.4

26.726.7

21.221.2

29.729.7

21.221.2

16.416.4

10.510.5

11.111.1

9.59.5

5.95.9

8.38.3

8.58.5

10.210.2

10.710.7

7.67.6

6.86.8

7.67.6

8.78.7

7.07.0

8.58.5

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

70期～（N＝158）

66～69期（N＝423）

60～65期（N＝677）

55～59期（N＝183）

50～54期（N＝132）

45～49期（N＝74）

40～44期（N＝66）

35～39期（N＝75）

30～34期（N＝68）

25～29期（N＝59）

20～24期（N＝59）

15～19期（N＝22）

10～14期（N＝12）

１～９期（N＝4）

全体（N＝2,012）

非常にそう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない どちらかといえばそうは思わない
まったくそう思わない わからない 無回答

①報酬が少ない事件でも引き受けるようになった

２　経済基盤調査 2020の各種データの分析について
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）

特
集
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6.86.8

8.38.3

13.613.6

8.58.5

8.58.5

16.216.2

5.35.3

9.09.0

17.717.7

53.053.0

25.025.0

75.075.0

68.268.2

61.061.0

61.061.0

63.263.2

73.373.3

69.769.7

71.671.6

63.663.6

66.166.1

54.554.5

36.636.6

27.227.2

14.814.8

25.025.0

6.86.8

8.58.5

9.39.3

16.716.7

12.212.2

12.112.1

10.910.9

18.218.2

20.820.8

8.28.2

16.716.7

8.38.3

8.58.5

6.86.8

11.811.8

10.710.7

6.16.1

12.212.2

15.915.9

14.214.2

17.917.9

22.222.2

21.521.5

50.050.0

6.86.8

7.37.3

15.815.88.98.9

8.38.3

9.19.1

8.58.5

10.210.2

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

70期～（N＝158）

66～69期（N＝423）

60～65期（N＝677）

55～59期（N＝183）

50～54期（N＝132）

45～49期（N＝74）

40～44期（N＝66）

35～39期（N＝75）

30～34期（N＝68）

25～29期（N＝59）

20～24期（N＝59）

15～19期（N＝22）

10～14期（N＝12）

１～９期（N＝4）

全体（N＝2,012）

非常にそう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない どちらかといえばそうは思わない
まったくそう思わない わからない 無回答

②国選弁護をより多く引き受けるようになった

6.16.1

25.025.0

8.38.3

5.15.1

5.15.1

10.210.2

19.019.0

32.732.7

25.025.0

33.333.3

31.831.8

44.144.1

28.828.8

38.238.2

30.730.7

42.442.4

32.432.4

40.240.2

41.041.0

35.935.9

24.124.1

17.717.7

22.722.7

25.025.0

8.38.3

27.327.3

11.911.9

23.723.7

16.216.2

29.329.3

25.825.8

28.428.4

22.022.0

18.018.0

25.325.3

22.022.0

19.019.0

22.922.9

25.025.0

33.333.3

18.218.2

27.127.1

23.723.7

29.429.4

22.722.7

19.719.7

17.617.6

22.722.7

23.523.5

21.421.4

24.824.8

22.222.2

11.811.8

8.38.3

8.58.5

10.210.2

10.310.3

14.714.7

6.16.1

16.216.2

10.610.6

10.910.9

10.610.6

14.414.4

15.215.2

9.19.1

6.36.3

8.38.3

9.19.1

8.58.5

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

70期～（N＝158）

66～69期（N＝423）

60～65期（N＝677）

55～59期（N＝183）

50～54期（N＝132）

45～49期（N＝74）

40～44期（N＝66）

35～39期（N＝75）

30～34期（N＝68）

25～29期（N＝59）

20～24期（N＝59）

15～19期（N＝22）

10～14期（N＝12）

１～９期（N＝4）

全体（N＝2,012）

非常にそう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない どちらかといえばそうは思わない
まったくそう思わない わからない 無回答

③引き受ける事件の種類や分野を選ばなくなった
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④他の弁護士との間で顧客獲得の競争が厳しくなった

16.716.7

13.613.6

8.58.5

11.111.1

25.025.0

25.025.0

15.315.3

10.210.2

11.811.8

6.16.1

7.17.1

9.79.7

15.415.4

24.724.7

17.317.3

50.050.0

25.025.0

36.436.4

37.337.3

16.916.9

19.119.1

20.020.0

12.112.1

10.810.8

8.38.3

13.113.1

18.518.5

17.317.3

16.516.5

14.314.3

8.38.3

16.916.9

16.916.9

19.119.1

10.710.7

12.112.1

14.914.9

10.610.6

6.66.6

16.516.5

17.017.0

9.59.5

20.920.9

25.025.0

16.716.7

22.722.7

15.315.3

13.613.6

14.714.7

20.020.0

10.610.6

17.617.6

16.716.7

16.416.4

19.819.8

26.726.7

32.332.3

24.724.7

8.38.3

13.613.6

11.911.9

23.723.7

19.119.1

41.341.3

42.442.4

25.725.7

40.240.2

37.237.2

25.425.4

16.816.8

10.110.1

10.910.9

10.210.2

14.714.7

8.08.0

18.218.2

28.428.4

18.218.2

19.719.7

9.59.5

6.66.6

6.36.3

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

70期～（N＝158）

66～69期（N＝423）

60～65期（N＝677）

55～59期（N＝183）

50～54期（N＝132）

45～49期（N＝74）

40～44期（N＝66）

35～39期（N＝75）

30～34期（N＝68）

25～29期（N＝59）

20～24期（N＝59）

15～19期（N＝22）

10～14期（N＝12）

１～９期（N＝4）

全体（N＝2,012）

非常にそう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない どちらかといえばそうは思わない
まったくそう思わない わからない 無回答

⑤司法書士等隣接士業との間で顧客獲得の競争が厳しくなった

12.612.6

25.025.0

16.716.7

9.19.1

15.315.3

8.58.5

11.811.8

9.19.1

9.89.8

10.610.6

18.018.0

27.227.2

20.820.8

50.050.0

25.025.0

40.940.9

33.933.9

20.320.3

27.927.9

21.321.3

25.825.8

12.212.2

12.112.1

16.416.4

21.921.9

20.820.8

19.019.0

18.318.3

16.716.7

15.315.3

22.022.0

19.119.1

14.714.7

21.221.2

20.320.3

18.218.2

19.119.1

19.919.9

18.718.7

10.810.8

25.325.3

25.025.0

25.025.0

22.722.7

16.916.9

20.320.3

20.620.6

37.337.3

18.218.2

28.428.4

21.221.2

23.023.0

24.524.5

27.927.9

31.631.6

16.616.6

8.38.3

9.19.1

15.315.3

16.916.9

14.714.7

22.722.7

24.224.2

23.023.0

26.526.5

24.024.0

17.417.4

10.210.2

7.07.0

5.45.4

7.67.6

12.212.2

12.912.9

7.77.7

5.05.0

8.38.3

9.19.1

8.58.5

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

70期～（N＝158）

66～69期（N＝423）

60～65期（N＝677）

55～59期（N＝183）

50～54期（N＝132）

45～49期（N＝74）

40～44期（N＝66）

35～39期（N＝75）

30～34期（N＝68）

25～29期（N＝59）

20～24期（N＝59）

15～19期（N＝22）

10～14期（N＝12）

１～９期（N＝4）

全体（N＝2,012）

非常にそう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない どちらかといえばそうは思わない
まったくそう思わない わからない 無回答

２　経済基盤調査 2020の各種データの分析について
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）

特
集
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⑥顧問先（準顧問先を含む）の獲得が難しくなった

16.516.5

25.025.0

25.025.0

13.613.6

20.320.3

8.58.5

13.213.2

6.16.1

8.18.1

9.89.8

11.511.5

15.515.5

23.223.2

32.332.3

15.815.8

16.716.7

22.722.7

16.916.9

18.618.6

19.119.1

10.710.7

18.218.2

8.18.1

10.610.6

14.814.8

17.117.1

16.516.5

14.614.6

11.411.4

13.613.6

11.911.9

11.811.8

12.012.0

13.613.6

16.216.2

6.86.8

14.214.2

14.314.3

7.87.8

7.07.0

28.028.0

50.050.0

33.333.3

18.218.2

18.618.6

23.723.7

17.617.6

37.337.3

18.218.2

29.729.7

30.330.3

30.130.1

28.128.1

29.629.6

28.528.5

18.718.7

25.025.0

16.716.7

27.327.3

25.425.4

23.723.7

29.429.4

32.032.0

33.333.3

25.725.7

24.224.2

19.719.7

16.216.2

14.214.2

10.110.1

8.68.6

5.15.1

7.47.4

6.76.7

9.19.1

12.212.2

18.218.2

9.89.8

8.18.1

8.08.0

7.07.0

8.38.3

9.19.1

8.58.5

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

70期～（N＝158）

66～69期（N＝423）

60～65期（N＝677）

55～59期（N＝183）

50～54期（N＝132）

45～49期（N＝74）

40～44期（N＝66）

35～39期（N＝75）

30～34期（N＝68）

25～29期（N＝59）

20～24期（N＝59）

15～19期（N＝22）

10～14期（N＝12）

１～９期（N＝4）

全体（N＝2,012）

非常にそう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない どちらかといえばそうは思わない
まったくそう思わない わからない 無回答

⑦弁護士としての経済状況が悪化した

6.06.0

25.025.0

8.38.3

6.86.8

8.38.3

24.724.7

18.518.5

16.716.7

18.218.2

16.916.9

10.210.2

11.811.8

8.08.0

12.112.1

9.59.5

8.38.3

15.815.8

23.923.9

23.223.2

13.913.9

16.116.1

16.716.7

9.19.1

6.86.8

15.315.3

11.811.8

12.012.0

7.67.6

5.45.4

13.613.6

12.012.0

19.819.8

20.320.3

12.712.7

24.024.0

25.025.0

25.025.0

22.722.7

20.320.3

15.315.3

20.620.6

21.321.3

19.719.7

20.320.3

22.022.0

18.018.0

25.325.3

27.427.4

28.528.5

21.721.7

50.050.0

16.716.7

27.327.3

35.635.6

40.740.7

32.432.4

33.333.3

28.828.8

36.536.5

30.330.3

27.327.3

17.917.9

13.713.7

12.712.7

12.812.8

8.38.3

9.19.1

11.911.9

8.58.5

19.119.1

24.024.0

30.330.3

27.027.0

23.523.5

23.023.0

8.78.7

6.96.9

7.07.0

8.38.3

9.19.1

8.58.5

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

70期～（N＝158）

66～69期（N＝423）

60～65期（N＝677）

55～59期（N＝183）

50～54期（N＝132）

45～49期（N＝74）

40～44期（N＝66）

35～39期（N＝75）

30～34期（N＝68）

25～29期（N＝59）

20～24期（N＝59）

15～19期（N＝22）

10～14期（N＝12）

１～９期（N＝4）

全体（N＝2,012）

非常にそう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない どちらかといえばそうは思わない
まったくそう思わない わからない 無回答
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（４）出産・育児による影響
　ここ 10年以内の間（弁護士登録 10年未満の者については、弁護士登録後）における出産・育児によ
る影響を尋ねた。出産・育児による影響は男女で差が大きい。女性では、収入が減った（80.6％）、業務
量が減った・休業した（89.2％）という回答が大多数を占めたが、男性では収入が減ったのは 13.7％、
業務量が減った・休業したのは 27.7％にとどまった。事務所を辞めた、昇給・昇進が遅れた、業務上の
知見が広がった、新規分野に進出したと回答したのも女性の方が多かった。女性の方が、より出産・育児
による影響を受けやすい状況にあると考えられる。

0.7

0.2

0.2

0.7

0.4

0.7

0.2

0.7

0.2

0.7

0.2

0.7

6.36.3

5.85.8

4.84.8

2.22.2

0.80.8

2.22.2

4.44.4

17.317.3

8.38.3

15.815.8

7.77.7

13.713.7

3.83.8

10.110.1

80.080.0

12.912.9

67.367.3

8.68.6

94.694.6

76.376.3

93.593.5

59.759.7

84.084.0

78.478.4

52.552.5

33.133.1

89.889.8

74.174.1

13.713.7

80.680.6

27.727.7

89.289.2

4.44.4

20.920.9

1.71.7

22.322.3

7.57.5

4.34.3

39.839.8

51.851.8

6.26.2

15.115.1

0.0

0.0

0 908070605040302010 100
（％）

あった わからない 無回答なかった

⑦新規分野進出（女性）（N＝139）

①収入減（男性）（N＝520）

①収入減（女性）（N＝139）

②業務量減・休業（男性）（N＝520）

②業務量減・休業（女性）（N＝139）

③事務所を辞めた（男性）（N＝520）

③事務所を辞めた（女性）（N＝139）

④昇給・昇進遅れ（男性）（N＝520）

④昇給・昇進遅れ（女性）（N＝139）

⑤顧客増（男性）（N＝520）

⑤顧客増（女性）（N＝139）

⑥業務上知見の広がり（男性）（N＝520）

⑥業務上知見の広がり（女性）（N＝139）

⑦新規分野進出（男性）（N＝520）

資料 特1-9-4 出産・育児による影響（全体）

２　経済基盤調査 2020の各種データの分析について
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）

特
集
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0 908070605040302010 100
（％）

（N＝681）
（N＝1）
（N＝1）
（N＝3）
（N＝6）
（N＝16）
（N＝54）
（N＝103）
（N＝374）
（N＝110）
（N＝13）

全体
１～19期
20～24期
25～39期
40～44期
45～49期
50～54期
55～59期
60～65期
66～69期
70期～

③事務所を辞めた

0 908070605040302010 100
（％）

（N＝681）
（N＝1）
（N＝1）
（N＝3）
（N＝6）
（N＝16）
（N＝54）
（N＝103）
（N＝374）
（N＝110）
（N＝13）

全体
１～19期
20～24期
25～39期
40～44期
45～49期
50～54期
55～59期
60～65期
66～69期
70期～

①収入が減った

0 908070605040302010 100
（％）

（N＝681）
（N＝1）
（N＝1）
（N＝3）
（N＝6）
（N＝16）
（N＝54）
（N＝103）
（N＝374）
（N＝110）
（N＝13）

全体
１～19期
20～24期
25～39期
40～44期
45～49期
50～54期
55～59期
60～65期
66～69期
70期～

②業務量が減った・休業した

0 908070605040302010 100
（％）

（N＝681）
（N＝1）
（N＝1）
（N＝3）
（N＝6）
（N＝16）
（N＝54）
（N＝103）
（N＝374）
（N＝110）
（N＝13）

全体
１～19期
20～24期
25～39期
40～44期
45～49期
50～54期
55～59期
60～65期
66～69期
70期～

④昇給・昇進が遅れた

0 908070605040302010 100
（％）

（N＝681）
（N＝1）
（N＝1）
（N＝3）
（N＝6）
（N＝16）
（N＝54）
（N＝103）
（N＝374）
（N＝110）
（N＝13）

全体
１～19期
20～24期
25～39期
40～44期
45～49期
50～54期
55～59期
60～65期
66～69期
70期～

⑤顧客が増えた

0 908070605040302010 100
（％）

（N＝681）
（N＝1）
（N＝1）
（N＝3）
（N＝6）
（N＝16）
（N＝54）
（N＝103）
（N＝374）
（N＝110）
（N＝13）

全体
１～19期
20～24期
25～39期
40～44期
45～49期
50～54期
55～59期
60～65期
66～69期
70期～

⑥業務上の知見が広がった

資料 特1-9-5 出産・育児による影響（修習期別）

0 908070605040302010 100
（％）

（N＝681）
（N＝1）
（N＝1）
（N＝3）
（N＝6）
（N＝16）
（N＝54）
（N＝103）
（N＝374）
（N＝110）
（N＝13）

全体
１～19期
20～24期
25～39期
40～44期
45～49期
50～54期
55～59期
60～65期
66～69期
70期～

⑦新規分野に進出した

あった わからない 無回答なかった
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６ 弁護士会の役職への就任
　資料特 1-10-1 は弁護士会の役職への就任経験を尋ねたものである。

資料 特1-10 弁護士会の役職への就任（全体・修習期別）

81.381.3

91.791.7

88.588.5

75.175.1

68.368.3

5.35.3

10.210.2

9.69.6

7.67.6

7.77.7

13.513.5

6.06.0

9.39.3

17.317.3

22.622.6

11.511.5

18.318.3

22.322.3

6.66.6

8.88.8

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

高裁不所在地
（N＝716）

全体
（N＝2,022）

弁護士会会長 弁護士会副会長 弁護士会委員長 日弁連役員（理事以上）
日弁連委員長 弁護士会連合会役員（理事以上） 弁護士会連合会委員長
左記の役職に就任したことはない 無回答

東京
（N＝787）
大阪・名古屋
（N＝321）
高裁所在地
（N＝197）

25.025.0

66.766.7

40.940.9

54.254.2

44.144.1

50.050.0

52.052.0

43.943.9

54.154.1

71.271.2

73.273.2

90.790.7

98.898.8

99.499.4

25.025.0

8.38.3

9.19.1

11.911.9

5.35.3

5.45.4

75.075.0

25.025.0

22.722.7

13.613.6

20.320.3

16.216.2

16.016.0

12.112.1

16.216.2

6.86.8

7.17.1

25.025.0

8.58.5

10.210.2

5.95.9

5.35.3

50.050.0

16.716.7

36.436.4

22.022.0

27.127.1

19.119.1

18.718.7

12.112.1

9.59.5

50.050.0

25.025.0

40.940.9

35.635.6

44.144.1

35.335.3

42.742.7

42.442.4

29.729.7

25.025.0

16.916.9

6.16.1

25.025.0

33.333.3

31.831.8

25.425.4

40.740.7

39.739.7

41.341.3

40.940.9

35.135.1

15.215.2

17.517.5

50.050.0

8.38.3

13.613.6

20.320.3

28.828.8

16.216.2

16.016.0

12.112.1

8.18.1

0 80 9060 7040 5020 3010 100
（％）

70 期～（N＝158）

１ ～９期（N＝4）

弁護士会会長 弁護士会副会長 弁護士会委員長 日弁連役員（理事以上）
日弁連委員長 弁護士会連合会役員（理事以上） 弁護士会連合会委員長
左記の役職に就任したことはない 無回答

10～14 期（N＝12）

15～19 期（N＝22）

20～24 期（N＝59）

25～29 期（N＝59）

30～34 期（N＝68）

35～39 期（N＝75）

40～44 期（N＝66）

45～49 期（N＝74）

50～54 期（N＝132）

55～59 期（N＝183）

60～65 期（N＝677）

66～69 期（N＝423）

２　経済基盤調査 2020の各種データの分析について
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）

特
集
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７ その他各種設問についての分析
（１）弁護士が広告を行うために利用している媒体
　全体の傾向をみると、事務所ホームページ・ブログ（59.7％）は過半数を超える弁護士が利用してい
ることが分かる。この比率は、2000 年調査では 3.7％、2010 年調査では 34.2％であった。このことか
ら事務所ホームページ・ブログが弁護士広告に占める比重が年々高まっていることが分かる。使用されて
いる広告媒体の２位は弁護士検索サービス（24.1％）、４位はインターネット広告（16.7％）であり、イ
ンターネットを活用したものが上位を占めている。弁護士広告においてインターネットの占める比重が極
めて高いものとなっている。

（２）労働時間の内訳
　１年間の総労働時間を 100％とした場合に各業務等に費やした時間の割合は、表 11-1 のとおりである。
通常の弁護士業務に費やした時間の割合の平均が 85.0％、司法に関連する活動が 1.2％、社会における
活動が 4.2％、弁護士会における活動が 7.4％、その他が 2.2％という結果であった。

0.0 50.040.030.020.010.0 60.0

新聞・雑誌
電話帳

事務所報
母校や出身県の機関紙

テレビ
ラジオ

電車・バス内の広告、駅のポスター
事務所ホームページ・ブログ

インターネット広告
弁護士検索サービス

その他
そのような広告・広報はしていない

分からない
無回答

（％）

資料 特1-11-1 利用した広告・広報（複数回答可）

（その他の回答の内容）
市区町村等自治体が作成する広
報誌等 23 商工会議所の会報誌等   3 スポーツチームとのスポン

サー契約   1 同窓会名簿   1
看板   8 顧問先の機関紙   2 セミナー   1 ロータリー会報   1
タウン情報誌   7 自治体の掲示板   2 著書出版   1 SNS   1
イベントチラシ等   6 チラシ等の作成（独自）   2 ｉタウンページ   1
公共交通機関内外の広告等   4 役所内の広告   2 挨拶状   1
郵便局内での広告   4 新聞チラシ等   1 雑誌   1

通常の弁護士業務 調停委員などの司法
に関連する活動

非常勤公務員などの
社会における活動

弁護士会における活
動 その他

全体（N＝1,975） 85.0％ 1.2％ 4.2％ 7.4％ 2.2％

資料 特1-11-2 労働時間の内訳

所属事務所に関する事務 45
任意団体に関する活動 37
行政に関する活動 20
企業における活動 14
研究活動 13
弁護団活動 13
異業種交流会 10
営業活動 10
ボランティア活動   9
NPO法人に関する活動   8
社会福祉協議会等での活動   8

研修   7
講師等の活動   6
法テラスに関する活動   6
学校・PTA等に関する活動   5
他士業としての業務   5
派閥の活動   5
ロータリークラブに関する活動   5
講演活動   4
法律相談   4
広報活動   4
執筆活動   4

社外役員業務   3
メディアへの出演   3
移動時間   3
その他   3
コンサルタント業務   2
副業   2
ADR   1
移動時間   1
家事   1
政治活動   1
余暇   1

（その他の回答の内容）
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（３）各業務の投入時間（割合）
　資料特 1-11-3 は資料特 1-6-4（９頁）から「その他」の業務の投入時間（割合）を抜粋したものであ
り、下表は「その他」の具体的な内容を記載したものである。

（４）育児のために活用した外部リソース
　最も利用されているのは保育施設等（62.2％）、次に配偶者以外の親族の労力（59.5％）であった。外
部リソースを利用せず、配偶者と自分自身の労力（8.3％）、専ら配偶者の労力（6.1％）、専ら自分自身の
労力（0.6％）によると回答した人は合わせて 15.0％であった。

29.929.968.568.50.90.9
0.70.7

0 908070605040302010 100
（％）

多くの時間を使った ほとんど・全く時間を使わなかった 無回答ある程度の時間を使った

その他（ム）（N＝1,969）

資料 特1-11-3 各業務の投入時間（割合）

後見業務 4
その他 3
講演活動等 2
学校に関する業務 2
地方自治体に関する業務 2
スポーツ関連の業務 2

国・地方自治体への訴訟対応等 2
遺言執行等 2
生活保護の支援業務 1
破産管財人としての活動 1
社団法人に関する業務 1
事務所経営に関する業務 1

在監者に関する事件対応 1
顧問先に関する業務 1
子ども関連の業務 1
企業に関する業務 1
企業内弁護士の業務 1

（その他の回答の内容）

0.0 50.0 60.040.030.020.010.0 70.0

ベビーシッター・ヘルパー等、主に自宅で
提供される有償の外部サービス（N＝100）

保育施設（保育園・認定こども園・幼稚園）等、
主に外部施設で提供される有償のサービス（N＝410）

配偶者以外の親族の労力（N＝392）

（上記以外の）外部リソース（N＝22）
上記の外部リソースを利用せず、

配偶者と自分自身の労力による（N＝55）
上記の外部リソースを利用せず、

専ら配偶者の労力による（N＝40）
育児のために業務を中断した上記によることがなく、

専ら自分自身の労力による（N＝4）
その他（N＝1）

無回答（N＝44）

（％）

資料 特1-11-4 育児のために活用した外部リソース（複数回答可）

（その他の回答の内容）※ウェイト付集計がなされていない場合の「その他」の回答件数は２件ある。
育児のために業務を中断し、中断中も自宅、外部施設で提供される有償のサービス、配偶者以外の親族の労力を活用した。

独立開業した。

２　経済基盤調査 2020の各種データの分析について
特集　近年の弁護士の活動実態について（「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査2020」を元に）

特
集
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（５）経営に携わらない弁護士の案件受任の可否
　資料特 1-11-5 は、事務所の中で経営に携わらない弁護士において案件を受任できるか及びその収入の
帰属先を尋ねたものである。

資料 特1-11-5 経営に携わらない弁護士の案件受任の可否

無回答
0.2％

わからない
1.2％

引受け不可、
事務所等受任の上担当

6.8％

引受け不可
2.7％

その他
5.3％

引受け可、
収入全て自己
32.7％

引受け可、
収入全て自己
32.7％

引受け可、
一部事務所納入
51.1％

引受け可、
一部事務所納入
51.1％

（その他の回答の内容）
案件により取扱いが異なる 4

自分自身で案件を引き受けてもよいが、その収入の全てを事務所に納入する 15

自分自身で案件を引き受けてもよいが、その収入が一定額を上回る場合は、上回った分の一定割合を事務所に納入する 1

自分自身で案件を引き受けてもよいが、その収入の全てを一旦事務所に納入し、事務所での自分の売上から歩合で収入
を得る 1

単独受任の場合はその収入は自己のものとなるが、共同受任の場合は収入を受け取らない 1

共同経営のため、全ての案件が事務所事件である 1

経営に携わらないパートナーであり、案件の売上は全て事務所に納入する 1
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